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1.2 公共交通の状況 

1.2.1 公共交通ネットワークの状況 

(1) 公共交通ネットワーク 

1) 東予 

東予の公共交通ネットワークをみると、鉄道では、ＪＲ予讃線が東西に通っている。路線バスは、

今治市、西条市のほぼ全域のほか、新居浜市、四国中央市の市街地で主に東西方向のネットワ

ークを形成している。コミュニティバスは、上島町内や新居浜市の山間部で運行されている。航

路については、今治市から市内の離島や上島町へ、上島町内の各島間のほか、両市町から広島

県への航路がある。また、新居浜市、西条市からは大阪・兵庫方面への広域航路がある。 

 

  

 

図 1-62 公共交通ネットワークの状況（東予） 
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2) 中予 

中予の公共交通ネットワークをみると、鉄道では、ＪＲ予讃線が南北に通っており、松山市内か

ら松前町、伊予市及び東温市へ伊予鉄道が通っている。路線バスは、松山市、伊予市、東温市、

久万高原町、松前町、砥部町内で運行されており、コミュニティバスは、伊予市や久万高原町で

運行されている。航路については、松山市から中島等への離島航路や、広島、山口、福岡方面へ

の広域航路がある。また、中予には本県唯一の空港である松山空港が立地している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-63 公共交通ネットワークの状況（中予） 
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3) 南予 

南予の公共交通ネットワークをみると、鉄道では、宇和島市から松山方面へＪＲ予讃線、高知

方面へＪＲ予土線が通っている。路線バスは、各市町間を連絡するように通っている。コミュニテ

ィバスは、八幡浜市及び伊方町以外の市町で運行されているが、松野町や鉄道のない西予市東

部等で運行路線が多い状況にある。航路については、大洲市、八幡浜市、宇和島市、愛南町内

の離島航路のほか、八幡浜市及び伊方町から大分方面への広域航路がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-64 公共交通ネットワークの状況（南予） 
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(2) 拠点施設等の立地状況 

1) 東予 

(i) 拠点施設の立地状況 

拠点施設の立地状況をみると、多くの施設が幹線バス路線の 500m 圏域に位置しており、ア

クセスは比較的良い状況にある。一方で、幹線バス路線を利用できない住民は、身近な生活圏

での拠点施設へのアクセスが困難であることが想定され、身近な拠点施設の適正な配置や拠点

施設への移動手段の確保が必要な状況にある。 

 

 

図 1-65 拠点施設の立地状況（東予） 
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(ii) 行政機関（国・県）の立地状況 

行政機関（国・県）の立地状況をみると、今治市、新居浜市、西条市、四国中央市の鉄道沿線

に多く立地している。 

 

 

図 1-66 行政機関（国・県）の立地状況（東予） 

資料：国土数値情報（令和 4年度版） 
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(iii) 行政機関（市町）の立地状況 

行政機関（市町）の立地状況をみると、本庁舎は、各市町の中心部に立地しており、上島町以

外は、鉄道に近い位置に立地している。その他の施設は、広範囲に点在しているが、鉄道沿線や

バス路線沿線が多くなっている。 

 

 

図 1-67行政機関（市町）の立地状況（東予） 

資料：国土数値情報（令和 4年 4月時点） 
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(iv) 高等学校の立地状況 

高等学校の立地状況をみると、今治市の離島や上島町を除き、鉄道に近い地域に立地してい

る。 

 

 

図 1-68 高等学校の立地状況（東予） 

資料：国土数値情報（令和 3年度版） 
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(v) 大型商業施設の立地状況 

大型商業施設の立地状況をみると、今治市、新居浜市、西条市、四国中央市の鉄道沿線やバ

ス路線沿線に多く立地している。 

 

 

図 1-69 大型商業施設の立地状況（東予） 

資料：大型商業店舗総覧 2024（令和 5年 4月時点） 
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(vi) 医療施設の立地状況 

医療施設の立地状況をみると、今治市、新居浜市、西条市、四国中央市の鉄道沿線を中心に

数多く立地している。 

 

 

図 1-70 医療施設の立地状況（東予） 

資料：国土数値情報（令和 2年度版） 
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(vii) 観光資源の分布状況 

観光資源の分布状況をみると、鉄道沿線や高速道路沿線に多いが、広範囲にさまざまな施設

が点在している。全体的に、自然、スポーツ・レクリエーション分野の資源が多くなっている。 

 

 

図 1-71 観光資源の分布状況（東予） 

資料：国土数値情報（平成 26年 9月時点） 
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2) 中予 

(i) 拠点施設の立地状況 

拠点施設の立地状況をみると、多くの施設が幹線バス路線の 500m 圏域に位置しており、ア

クセスは比較的良い状況にある。一方で、幹線バス路線を利用できない住民は、身近な生活圏

での拠点施設へのアクセスが困難であることが想定され、身近な拠点施設の適正な配置や拠点

施設への移動手段の確保が必要な状況にある。 

 

 

図 1-72 拠点施設の立地状況（中予） 
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(ii) 行政機関（国・県）の立地状況 

行政機関（国・県）の立地状況をみると、松山市中心部の伊予鉄道沿線に集積している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-73 行政機関（国・県）の立地状況（中予） 

資料：国土数値情報（令和 4年度版） 
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(iii) 行政機関（市町）の立地状況 

行政機関（市町）の立地状況をみると、本庁舎は、各市町の中心部に立地しており、久万高原

町、砥部町以外は、鉄道に近い位置に立地している。その他の施設は、広範囲に点在している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-74 行政機関（市町）の立地状況（中予） 

資料：国土数値情報（令和 4年 4月時点） 
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(iv) 高等学校の立地状況 

高等学校の立地状況をみると、鉄道沿線が多いが、久万高原町や砥部町等では、鉄道から離

れた地域にも高等学校が立地している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-75 高等学校の立地状況（中予） 

資料：国土数値情報（令和 3年度版） 
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(v) 大型商業施設の立地状況 

大型商業施設の立地状況をみると、松山市内の広い範囲に数多く立地しており、鉄道やバス

路線の沿線が多くなっている。松山市以外では、伊予市の中心部に多く立地している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-76 大型商業施設の立地状況（中予） 

資料：大型商業店舗総覧 2024（令和 5年 4月時点） 
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(vi) 医療施設の立地状況 

医療施設の立地状況をみると、松山市、伊予市、東温市、松前町等の広い範囲に数多く立地

しているが、鉄道やバス路線沿線が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-77 医療施設の立地状況（中予） 

資料：国土数値情報（令和 2年度版） 
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(vii) 観光資源の分布状況 

観光資源の分布状況をみると、広範囲にさまざまな施設が点在している。松山市中心部には

歴史・文化や自然分野の資源が多く、その他の地域にはスポーツ・レクリエーション分野の資源

が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-78 観光資源の分布状況（中予） 

資料：国土数値情報（平成 26年 9月時点） 
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3) 南予 

(i) 拠点施設の立地状況 

拠点施設の立地状況をみると、多くの施設が幹線バス路線の 500m 圏域に位置しており、ア

クセスは比較的良い状況にある。一方で、幹線バス路線を利用できない住民は、身近な生活圏

での拠点施設へのアクセスが困難であることが想定され、身近な拠点施設の適正な配置や拠点

施設への移動手段の確保が必要な状況にある。 

 

 

図 1-79 拠点施設の立地状況（南予） 
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(ii) 行政機関（国・県）の立地状況 

行政機関（国・県）の立地状況をみると、宇和島市、八幡浜市、大洲市の鉄道沿線に多く立地

している。 

 

 

図 1-80 行政機関（国・県）の立地状況（南予） 

資料：国土数値情報（令和 4年度版） 
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(iii) 行政機関（市町）の立地状況 

行政機関（市町）の立地状況をみると、本庁舎は、各市町の中心部に立地しており、鬼北町、

松野町、愛南町以外は、鉄道に近い位置に立地している。その他の施設は、広範囲に点在してい

る。 

 

 

図 1-81 行政機関（市町）の立地状況（南予） 

資料：国土数値情報（令和 4年 4月時点） 
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(iv) 高等学校の立地状況 

高等学校の立地状況をみると、鉄道沿線が多いが、鉄道から離れた地域にもいくつかの高等

学校が立地している。 

 

 

図 1-82高等学校の立地状況（南予） 

資料：国土数値情報（令和 3年度版） 
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(v) 大型商業施設の立地状況 

大型商業施設の立地状況をみると、宇和島市、八幡浜市、大洲市等の鉄道沿線に多く立地し

ている。その他は、各市町の中心部周辺に立地している。 

 

 

図 1-83 大型商業施設の立地状況（南予） 

資料：大型商業店舗総覧 2024（令和 5年 4月時点） 
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(vi) 医療施設の立地状況 

医療施設の立地状況をみると、宇和島市、八幡浜市、大洲市等の鉄道沿線に多く立地してい

る。その他は、各市町の中心部周辺に立地しているが、診療所は、広範囲に点在している。 

 

 

図 1-84 医療施設の立地状況（南予） 

資料：国土数値情報（令和 2年度版） 

 

  



 80 

 

(vii) 観光資源の分布状況 

観光資源の分布状況をみると、鉄道沿線がやや多いが、広範囲にさまざまな施設が点在して

いる。全体的に、自然、スポーツ・レクリエーション分野の資源が多くなっている。 

 

 

図 1-85 観光資源の分布状況（南予） 

資料：国土数値情報（平成 26年 9月時点） 
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1.2.2 公共交通の事業環境 

(1) バス 

1) 乗合バス 

県内の乗合バスの利用者数は、平成 24年度から平成 30年度にかけて緩やかな増加傾向にあ

ったが、新型コロナウイルス感染症が拡大した令和 2 年度以降は、それまでの約 7 割に減少した。

令和 4 年度は前年度に比べて増加傾向にあるが、コロナ禍以前と比べると 8 割以下の利用にとど

まっている。 

 

図 1-86 乗合バスの輸送人員の推移（愛媛県） 

資料：四国における運輸の動き（四国運輸局） 

 

2) 貸切バス 

県内の貸切バスの利用者数は、平成 18年度以降、概ね減少傾向が続いていた。特に、新型コロ

ナウイルス感染症が拡大した令和 2 年度の利用者数は、前年の約 5 割にまで落ち込んだが、それ

以降は増加傾向となっている。 

 

図 1-87 貸切バスの輸送人員の推移（愛媛県） 

資料：四国における運輸の動き（四国運輸局） 
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3) 高速バス 

本県から県外への高速バスの利用者数は、特に京阪神をはじめとした四国外への路線で増加傾

向が続いていたが、新型コロナウイルス感染症が拡大した令和 2 年度は、利用者数が四国内の路

線で前年の約 3～4割に、京阪神への路線では約 2割に減少した。 

 

（単位：人） 

 

図 1-88 高速バスの輸送人員の推移（四国外） 

資料：四国における運輸の動き（四国運輸局） 

※令和 2年度以降、京阪神方面路線以外は運休や系統数減少のため非公表 
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（単位：人） 

 

図 1-89 高速バスの輸送人員の推移（四国内） 

資料：四国における運輸の動き（四国運輸局） 
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(2) 航空 

県唯一の空港である松山空港の利用者数は、平成 23 年度～平成 30 年度にかけて堅調に増

加していたが、新型コロナウイルス感染症が拡大した令和 2 年度に大きく利用者数が落ち込み、令

和 4年度の利用者数は平成 30年度の約 2／3 となっている。また、令和 4年度の利用状況を見

ると、羽田線（全空港利用者の約 6 割）をはじめとした国内線が大部分を占めており、国際線の利

用者数は年間 4千人弱（全空港利用者の 0.2％）となっている。 

 

 

図 1-90 松山空港の利用者数（令和 4年度） 

資料：松山空港利用促進協議会調べ 
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                                                  （単位：人） 

 

図 1-91 松山空港の利用者数の推移 

資料：松山空港利用促進協議会調べ 
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(3) 鉄道 

東予の主要駅（ＪＲ川之江駅、ＪＲ伊予三島駅、ＪＲ新居浜駅、ＪＲ伊予西条駅、ＪＲ壬生川駅、ＪＲ今

治駅）の乗降者数は、いずれも令和元年度までは減少もしくは横ばい傾向にあったが、ＪＲ今治駅

では平成 30年度に前年度比 300人／日以上減少した。新型コロナウイルス感染症が拡大した令

和 2年度には、各駅とも前年度の約 7～8割に乗降客数が減少した。令和 3年度には、ＪＲ新居浜

駅をはじめとして乗降者数が回復傾向にあるが、令和元年度までに比べると依然として少ない状況

が続いている他、ＪＲ川之江駅、ＪＲ壬生川駅では前年度より乗降客数が減少している。 

中予の主要駅（ＪＲ伊予北条駅、ＪＲ松山駅、ＪＲ伊予市駅）の乗降者数については、いずれも緩や

かな減少傾向が続いていたが、新型コロナウイルス感染症が拡大した令和2年度は、各駅とも前年

度の約7～8割に乗降客数が減少した。駅別ではＪＲ松山駅の乗降者数が約9,800人／日と突出

して多く、次いでＪＲ伊予北条駅が約 1,700人／日、ＪＲ伊予市駅が約 800人／日という状況にあ

る（いずれも令和 3年度）。 

南予の主要駅（ＪＲ伊予大洲駅、ＪＲ八幡浜駅、ＪＲ卯之町駅、ＪＲ宇和島駅）の乗降者数は、他地

域に比べて新型コロナウイルス感染症の拡大による影響は小さいものの、いずれの駅も令和元年

度以前から長期的に減少傾向にある。駅別ではＪＲ宇和島駅が最も多く、次いでＪＲ八幡浜駅、ＪＲ

伊予大洲駅、ＪＲ卯之町駅の順となっているが、いずれの駅も令和３年度の乗降者数は 2,000 人

／日に満たない状況にあり、最も少ないＪＲ卯之町駅は 500人／日程度にとどまっている。 

乗降者（利用者）の減少、伸び悩みがいずれの地域、駅にも共通しており、今後も路線を維持す

るため利用促進等に努める必要がある。 

 

 

図 1-92 主要ＪＲ駅の乗降人員（人／日）の推移（東予） 

資料：国土数値情報 
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図 1-93 主要ＪＲ駅の乗降人員（人／日）の推移（中予） 

資料：国土数値情報 

 

 

図 1-94 主要ＪＲ駅の乗降人員（人／日）の推移（南予） 

資料：国土数値情報 
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(4) 航路 

県内の甲種港湾（松山港、今治港、新居浜港、東予港、宇和島港）における船舶乗降人員数をみ

ると、全体的に利用者数は減少傾向にある。特に、県内の中核的な港湾である松山港や、関西方面

への広域航路がある東予港の利用者数は、新型コロナウイルス感染症が拡大した令和 2 年に、利

用者数がそれまでの約 5～6割に減少している。また、宇和島港では、平成 28年 4月の九島への

架橋による航路廃止のため、同年以降、急激に利用者数が減少している。観光客等の交流人口拡

大のため、広域航路の利用促進を図るとともに、離島航路の維持に取り組む必要がある。 

 

 

図 1-95 港湾別利用者数の推移（愛媛県） 

資料：港湾統計年報（国土交通省） 

※令和 3年・松山港の利用者数はデータ欠損 

 

  

114 114
113 107 101 101

80 79

163 156 149 145 138 136 130 123

185 193

186
201 205 197

92 87

195 198

78
33 33 34 27 25

1,204 1,207 1,199 1,176 1,152 1,158

662

-800

-400

0

400

800

1,200

0

100

200

300

800

1,200

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年

千

今治港 新居浜港 東予港 宇和島港 松山港[千人]



 89 

 

1.3 観光客の状況 

1.3.1 観光客数 

(1) 東予 

東予への観光客数の推移をみると、令和元年までは概ね年間800万人程度で推移していたが、

新型コロナウイルス感染症が拡大した令和2年以降、観光客数がそれまでの約半数に減少した。そ

の後、令和 4 年には県内や中国地方からの観光客を中心に回復傾向となり、全体での観光客数は

年間約 570万人となっている。 

 
図 1-96 東予への観光客数の推移 

資料：観光客数とその消費額（愛媛県） 
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他地域に比べて京阪神等遠方からの来訪が多い。新型コロナウイルス感染症が拡大した令和 2 年

以降、観光客数がそれまでの約 7割に減少したが、令和 4年には県内からの観光客を中心に回復

傾向となり、全体での観光客数は年間約 850万人となっている。 

 

図 1-97 中予への観光客数の推移 

資料：観光客数とその消費額（愛媛県） 
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(3) 南予 

南予への観光客数の推移をみると、平成 28年以降減少傾向が続いていたが、令和 4年には若

干回復傾向となり、年間約600万人となっている。観光客の出発地をみると、県内が大部分を占め

ている。 

 

図 1-98 南予への観光客数の推移 

資料：観光客数とその消費額（愛媛県） 

 

1.3.2 観光客の利用交通手段 

本県への観光客の利用交通手段を見ると、約 7割が自家用車となっている。定期路線交通機関の

利用は 14.7％にとどまっており、観光面における公共交通の利用促進に取り組む必要がある。 

 

 

図 1-99 観光客の利用交通機関（愛媛県） 

資料：令和 4年観光客数とその消費額（愛媛県） 
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1.4 公共交通に関する将来展望 

1.4.1 高規格道路ネットワークの整備状況 

本県では、「四国 8 の字ネットワーク」と呼ばれる高速道路ネットワークの一部を構成する四国縦貫

自動車道・四国横断自動車道をはじめ、高規格幹線道路や地域高規格道路に位置づけられた路線に

ついて、路線の新規整備に加え、暫定 2 車線区間の 4 車線化等の機能強化に関する取組みが行わ

れている。「四国 8の字ネットワーク」については、令和 5年 4月 1日時点で、県内の対象路線のうち

88％が開通している。 

地域別の高規格道路ネットワークの整備状況をみると、東予では、四国縦貫自動車道や今治小松

自動車道等が整備されており、現在は、今治小松自動車道の未開通区間（今治 IC～今治湯ノ浦 IC）

の整備が進められている。 

中予では、高規格幹線道路に指定されている四国縦貫自動車道の整備は完了しており、平成 28

年以降、伊予 IC～大洲 IC 間で 4 車線化が順次事業化されている。また、地域高規格道路として、

松山外環状道路が整備区間に指定されている。 

南予では、四国横断・縦貫自動車道、大洲道路、宇和島道路等の高規格幹線道路が整備されてお

り、現在は、津島道路の整備が進められている。また、地域高規格道路としても、大洲・八幡浜自動車

道のうち、令和 5年に八幡浜道路が開通したほか、残る夜昼道路、大洲西道路の 2 工区も整備区間

に指定されている。加えて、豊後伊予連絡道路等の構想がある。 

このような高規格道路ネットワークの整備により、県外（広島方面、九州方面、高知方面）との結び

つきが強化されるほか、本県の中心部である松山市周辺における交通の円滑化や、地域間の連絡の

向上や生活圏の拡大が見込まれる。 

 

 

図 1-100 「四国 8の字ネットワーク」の概要 

資料：愛媛県ホームページ 
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図 1-101 高規格幹線道路の整備状況 

資料：愛媛県ホームページ 

 

 

図 1-102 地域高規格道路の整備状況 

資料：愛媛県ホームページ 
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1.4.2 四国新幹線の実現に向けた取組み 

全国に先駆けて人口減少と高齢化が進行する地域社会の維持を目指し、平成 23年 7月に「四国

における鉄道ネットワークのあり方に関する懇談会」から「四国の鉄道活性化への提言」が行われると

ともに、平成 26年 4月には、基礎調査の結果、四国における新幹線整備の妥当性が確認され、本県

を含む関係機関において、整備計画への格上げ及び事業化に向けた活動に取り組んでいる。 

本県においては、本県北部の東予、中予を通るルートになる可能性があり、その主要駅となりうるＪ

Ｒ松山駅の交通結節点としての強化が重要となる。 

 

 

図 1-103 「四国の鉄道活性化への提言」、「四国における鉄道の抜本的高速化に関する基礎調査」 

 

図 1-104 四国新幹線のイメージ 

資料：「四国の新幹線実現を目指して」（四国新幹線整備促進期成会） 

 

（平成 26年 4月調査結果公表） 
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1.4.3 「空の移動革命」実現に向けた取組み 

「空飛ぶクルマ」は、次世代モビリティとして、人口減少や少子高齢化等、多くの社会課題を抱える

地方において、維持・確保が困難となる交通インフラの確保、生活物資の輸送等に大きな役割を果た

すとともに、新たなビジネスの創出が期待されている。 

国内では、令和 7 年の大阪・関西万博にて運航開始されるため、本県では 2 年後の令和９年以降

にサービス開始を目指す。社会実装に向けて、シンポジウム・勉強会の開催や自治体及び民間事業者

等が参画する推進ネットワークの構築等を行っている。令和 5 年には、四国初の有人飛行試験を実

施し、「空飛ぶクルマ」に関する認知度向上・理解促進に取り組んでいる。 

 

図 1-105 空飛ぶクルマの利用イメージ 

 

図 1-106 導入に向けたロードマップ  
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1.4.4 公共交通に関する新たな技術やサービスの普及 

近年、公共交通に関連する新たな技術やサービスが誕生・普及している。特に、自動運転に関して

は、「令和 7年度を目途に無人自動運転サービス 50か所程度実現」という政府目標が掲げられてお

り、全国各地で取組みが進められているほか、県内においても、時刻表等のデータのオープン化

（GTFS 等）や AI デマンドシステムを中心に、新たな技術やサービスの導入・実証実験が進められて

いる。 

表 1-5 公共交通に関する主な新技術とその特徴 

種類 ○概念・特徴 ■課題 

自動運転 ○人の関与の度合いにより、レベル 1～5までの自動運転が定義されている。 

○将来的に、乗務員不足への対応や、これまで運行が難しかった端末交通（ラスト

ワンマイル等）の低コストでの運行への寄与が期待される。 

グリーンスロ

ーモビリティ 

○電動で、時速 20km未満で公道を走ることが可能な、4人乗り以上のモビリテ

ィである。 

○ゆっくりした移動を楽しむことができ、コミュニケーションが弾む「乗って楽しい

公共交通」である。 

○地域が抱える交通等の課題解決と、脱炭素社会の確立を同時に実現できる。 

AIオンデマ

ンドシステム 

○利用者のニーズに応じて AIが効率的な運行ルートを判断し、それに基づき運

行するバス・タクシーである。 

ＭａａＳ ○あらゆるモビリティ（マルチモーダル）を１つのプラットフォームで提供するサービ

スである。 

■タクシー運賃の事前確定等の制度上の課題や、事業者間での収益の配分等の

運用面の課題が存在する。 

タクシー（一

般常用）相乗

り 

○配車アプリを活用して、目的地が近い利用者同士をマッチングさせてタクシー

を配車させ、1台のタクシーに複数の利用者が相乗りすることで、割安にタクシ

ーを利用できるサービスを提供し、利用者利便の向上を図るもの。 

○1台のタクシーで複数の利用者を運送することで、運送の効率化による生産性

の向上を目指す。 

交通事業者

協力型の自

家用有償旅

客運送 

○交通事業者（バス・タクシー事業者）が自らのノウハウを通じて自家用有償旅客

運送に協力するもの。交通事業者が運行の委託を受ける、交通事業者が実施

主体に参画する等により、運行管理等を行う。 

○安全・安心な輸送サービスの提供を促進するとともに、実施主体の負担を軽減

する。 

貨客混載 ○旅客自動車運送事業、貨物自動車運送事業それぞれに特化してきた従来の在

り方を検討し、両事業の許可をそれぞれ取得した場合には、乗合バスについて

は全国で、貸切バス、タクシー、トラックについては過疎地域において、一定の

条件のもとで事業の「かけもち」を行うことができるようにしたもの。 

時刻表等の

データのオ

ープン化

（GTFS等） 

○GTFS（General Transit Feed Specification）は、経路検索サービスや

地図サービスへの情報提供を目的として策定された世界標準の公共交通デー

タフォーマットである。日本では、GTFS と互換性のある「標準的なバス情報フ

ォーマット」が定められ、このフォーマットに沿ってデータを作成することにより、

Googleマップだけでなく、Yahoo!路線情報等の国内の検索サービスにも情

報の掲載が可能となっている。 

■交通事業者、自治体各自でデータを作成する必要があり、作業体制の確保、入

力方法の周知等の課題がある。 

 

  


